
 

 

 

 

 

 

日本は生産労働人口の高齢化に伴い、働く人々の考え方や価値観もだいぶ変わりつつあります。

最近では、働き方改革と個人の尊厳、透明性、持続性、多様の遵守、母性保護、ワークエンゲイジ

メントの向上などが重要視されるようになりました。 

人生 100 年時代と言われている新しいステージでは、これまで日本人が経験したことがない課題

が働く人々へ課せられています。政府は、「経済財政運営と改革の基本方針 2016」において、社会

保障分野の取り組みとして、企業による健康経営と健康保険組合（保険者）が連携して行うコラボ

ヘルス事業の推進を進めています。この二つの施策は、増え続ける医療費の抑制だけが目的ではあ

りません。新しい働き方を実践するための施策でもあるように感じています。新しい働き方とは

「Life up」、人生を心身健康に多くの働く人々が、共に助け合い協力し共同体となって取り組むた

めの施策だと考えています。Life up とは「人生を豊かに共に生きること」で、ワークライフバラ

ンスを充実し、個々の個性が尊重され人々が共に助け合い支えながら暮らす新しい時代の生き方だ

と思われます。今回はそれを実現するための重要な制度の一つである。特定検診をテーマにまとめ

ました。 

 

１．特定検診とは 

 40 歳から 74 歳のすべての被保険者・被扶養者を対象に実施されている健診です。従来の健康診

断は生活習慣病やがん等の早期発見・早期治療等を重視して実施してきましたが、平成 20 年 4 月

からは、この特定検診が、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）該当者及び予備群を減少

させることを目的として実施されています。該当者と予備群の方に対しては特定保健指導（積極的

支援、動機付け支援）を行うことになり、特定

健診は保健指導の対象者となるかどうかを判

断するための健診です。メタボリックシンドロ

ームの診断基準は図１の通りです。 

 

図１メタボリックシンドロームの診断基準 

出典：日本内科学会雑誌 

 

※ メタボリックシンドロームとは、内臓脂            

肪の蓄積により、高血糖、脂質異常症（高中性 

脂肪または低 HDL コレステロール血症）、高血

圧などの動脈硬化の危険因子が、一個人に集積

している状態をいいます。 
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２．日本の生産労働人口の推移 

2017 年総務省の推計調査によると、生産労働人口（15 歳から６４歳までの労働者）は 2005 年の

8,409 万人を期に下降し、20 年後の 2025 年には 7,085 万人へ減少することが予測値として報

告されています。具体的には、２０年で１,３２４万人が減少することになると推測されています。 

グラフ１参照 

政府は、生産労働人口の減少を緩和するため、外国人労働者の確保や６５歳以上の高齢者就労を積

極的に進めていますが、内閣府「平成２８年版高齢社会白書」では、65 歳以上の高齢者の認知症患者

数と有病率の将来推計についてみると、（グラフ２参照）2025 年には約 700 万人が発症、認知症患

者数と有病率が 5 人に 1 人になると見込まれています。さらに、日本人の死因の約６割は、生活習慣

病が占めています。生活習慣病の発症や重症化は、加齢や生活習慣等の影響を大いに受けます。 

 つまり、今のままでは頼みの綱である高齢者就労も働き盛り世代の健康も危うい状況で生産労働人

口の安定化は期待できなくなります。子高齢化やこれに伴う人口減少は、日本の経済の供給面と需要

面の双方に負の影響を与え、中長期的な経済成長を阻害する可能性があり、政府は、将来を見据え働

き盛りである世代の健康管理を企業と連携し、生産労働人口の減少を緩やかにするため健康経営と

いう施策を実施しています。将来的にはコラボヘルス事業を拡大し、労働者の健康管理をデータ化し

ながら新たな施策を立案して改善に努めることになるでしょう。 

 

 ※コラボヘルス事業とは、健康保険組合などの保険者と企業が積極的に協力し合い、労働者やそ

の家族の健康増進を効果的および効率的に行うことを言います。現在国が進めている健康に

関するデータを活用し、健康経営と連動して実施される「データヘルス計画」では、個人の

健康診断の結果などを疾病予防や健康増進に有効に安全に活用する、保険者と企業の協働関

係が期待されています。 

 

グラフ１：日本の将来推計人口 

（出典）2015 年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を含む）、2020 年以降は国立社会保

障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」（出生中位・死亡中位推計） 



 

グラフ２：６５歳以上の認知症と有病率の将来推計 

 

３．沖縄県は人工透析患者数が全国で最多 

沖縄タイムス社の記事（2020 年 3 月 13日）によると、「全国健康保険協会（協会けんぽ）加入者

100 万人当たりの人工透析患者数は 2017年度末、沖縄県は約 1391 人で全国で最多だった。3 月 12

日の「世界腎臓デー」を前にした 11 日、同協会沖縄支部が発表した。人工透析の原因となる糖尿

病患者数の割合も全国で最も高く、関連が見られるという。同支部は「特定健診や特定保健指導を

受け、メタボリック症候群のリスクの改善を」と呼び掛ける。」と報じられました。 

現在、自治体や地区医師会、沖縄健康保険協会（協会けんぽ沖縄支部）が連携して、新規人工透

析導入者の減少を図る事を目的に、かかりつけ医と腎臓診療医が病診連携で支援を行うプロジェク

トを計画、2017年 10 月１日より、うるま市・沖縄市慢性腎臓病(CKD)病診連携システムを構築する

ため、ちゅらまーみ(腎)プロジェクトが始まりました。 

 

４．特定検診の重要性 

このように、人の健康管理は、個人で管理する時代から「政府や自治体、企業が連携し管理・支

援」する時代へシフトして行くことになります。働き方改革により、健康を損なう過度な雇用環境

を改め人々が心身豊かに生活するためには、ヘルスリテラシーを向上しながら積極的に定期健診や

特定検診を受診し、自身の健康状態を適切に把握することが重要で、個々の経済状態に合わせて、

自身の健康維持・増進向けた健康投資を行い自助努力することが必要であると考えています。 

近年 AI の革新的な発展により、様々なデータ処理能力が発達して「職を AI に奪われる」と一部

のメディアが報じていますが、生産労働人口の減少に伴う代行業務を AI が担うことになると考え



れば、将来への希望も見えて来るように思えます。 

５．健康への投資 

一般的に資産といった場合、金融資産や不動産などを想像されますが、産業保健スタッフの立場

から生きていく上で重要な資産は心身の健康だと考えています。 

どんなに不動産資産や金融資産があろうとも、体がぼろぼろであれば意味がありません。身を犠

牲にして家族のために限界を超えるような働き方をした結果、病気になり楽しみにしていた家族と

の計画で旅行やレジャーなどが実現されず、働く喜びを失うことになる可能性もあります。 

健康な体さえあれば、今の世の中どうやってでも生きていけます。特に健康な時にはその恩恵を

忘れがちになりますが、自分自身の体を日ごろから気遣い誰もが幸せな生活をエンジョイするため

には、健康への投資というのが最も理にかなった投資なのではないかと個人的には感じています。

健康への投資といってもそんな大それたことではなく、きちんと体調管理した上で適度な運動を行

い、しっかり食事と睡眠をとる。このようなことを当たり前にこなすことが大切ではないかと思い

ます。不健康なお金持ちと心身ともに豊かで健康な人であれば、人生 100 年時代を生きる上で人生

を謳歌できるのは後者ではないかと思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

碧 M企画の基本サービス 

産業医や健康保険組合と連携して、従業員のヘルスケアサポートを以下のサービス内容で提供しま

す。 

 

ヘルスケアサポート、健康経営サポート、リクルートサポート 

 

碧 M 企画 

代表：渡嘉敷 忠 産業看護職（看護師） 

健康経営エキスパート・アドバイザー（東京商工会議所認定）認定番号：19000749 

ストレスチェック実施者（厚生労働大臣指定研修受講） 

第１種衛生管理者 

 

電話：080-9851-1569 

U R L: https://www.aoi-mk.com/ 

 


